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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第44期

第３四半期連結
累計期間

第45期
第３四半期連結
累計期間

第44期
第３四半期連結
会計期間

第45期
第３四半期連結
会計期間

第44期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
     12月31日

自  平成21年
     10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 52,864,91653,736,66718,403,35518,397,39571,392,197

経常利益 (千円) 3,392,3292,532,7121,222,4111,168,3023,725,778

四半期(当期)純利益 (千円) 1,235,0471,294,132275,337 616,3231,203,564

純資産額 (千円) ― ― 27,434,68423,262,08727,316,754

総資産額 (千円) ― ― 39,139,28835,290,76339,341,457

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,253.181,259.611,245.32

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 60.06 68.67 13.39 35.70 58.53

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 65.84 61.61 65.09

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 772,5022,147,075 ― ― 2,220,202

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,513,555349,848 ― ― △1,377,804

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △661,178△5,559,135 ― ― △694,542

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 9,862,0708,440,30311,502,515

従業員数 (名) ― ― 7,808 8,058 7,874

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

主要な関係会社につきましては、共同出資により㈱大分駅南コミュニティサービスを設立したため持分

法適用関連会社としております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

会社名 住所

資本金
または
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権
の所有
(被所有)
割合
(％)

関係内容

役員の兼務関係

資金援助関係
営業上の
取引関係

設備の
賃貸借関係当社

役員
(名)

当社
従業員
(名)

(持分法適用関連会社)
㈱大分駅南コミュニ
ティサービス

大分県大分市 20,000
建物管理運営
事業

27.0 １ １ ─ 作業受託 ―

(注) 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 8,058  (2,474)

(注)　従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出向者を

含む)であり、臨時雇用者数(パートタイマー)は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を(　)内に外数で記載し

ております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 3,638  (1,727)

(注)　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む)であり、臨時雇用者数

(パートタイマー)は、当第３四半期会計期間の平均人員を(　)内に外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループ(当社及び連結子会社)の業務内容は、ビルメンテナンス等の役務提供を主体としている

ため、該当事項はありません。

　

(2) 外注費及び商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間における外注費及び商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示す

と、次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同四半期比較に当

たっては前第３四半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて、行っております。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

建物管理運営事業
   (      72,033)

6,551,710
(　    108.6)

90.0

環境施設管理事業
(      20,516)

343,528
(　　  119.4)

137.7

不動産ファンドマネジメント事業
(　　　　  ―)
6,775

(　　　 　―)
164.9

その他の事業
( 　　 16,053)
430,875

(　　　 　―)
―

合計
(     108,602)
7,332,888

(　    130.0)
97.4

(注) １　本表中の(　)内は、商品仕入の額で、(　)外記載の内数であります。

２　外注仕入は、当社グループの管理受託業務の一部又は全部を下請(外注)業者に作業委託しているものでありま

す。

３　商品仕入は、主としてビルメンテナンス業務に付随する衛生・清掃用消耗品や販売用不動産の仕入でありま

す。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社グループの業務内容は、ビルメンテナンス等の役務提供を主体としているため、該当事項はありま

せん。
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(4) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

なお、第１四半期連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同四半期比較に当

たっては前第３四半期連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて、行っております。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

建物管理運営事業 16,009,812 95.9

環境施設管理事業 1,719,574 109.3

不動産ファンドマネジメント事業 125,441 95.5

その他の事業 542,568 ―

合計 18,397,395 100.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、一部の産業では限定的に回復の兆しが見られるものの、設

備投資の低迷、雇用情勢の悪化に伴う個人消費の冷え込みに加え、デフレの進行により企業収益を取り巻

く環境は依然として厳しく、全体的に国内景気は引き続き先行き不透明な状況で推移いたしました。

ビルメンテナンス業界におきましても、契約先のコスト削減意識の高まりや業務対象物件の閉鎖・縮

小の影響を受け、引き続き厳しい状況で推移いたしました。

このような事業環境のもと、当社グループにおきましては、引き続きビルメンテナンスの周辺事業の拡

大を図るとともに、プロパティマネジメント業務、ＰＦＩ事業等への取り組みやグループ企業の強化など

積極的な事業展開を図ってまいりました。

当第３四半期連結会計期間の売上高は、営繕や設備改修等の工事売上が減少いたしましたが、前期にお

いて連結子会社としたＮＳコーポレーション㈱の業績が寄与したことにより183億97百万円と前年同四

半期と同水準で推移いたしました。

収益面におきましては、受託単価の伸び悩みに加え原価の高騰による影響や各種評価損の計上により、

営業利益10億61百万円(前年同四半期比9.0％減)、経常利益11億68百万円(前年同四半期比4.4％減)と前

年同四半期を下回っておりますが、四半期純利益については前年同四半期に比べ投資有価証券評価損が

減少したことにより6億16百万円(前年同四半期比123.8％増)と大幅に増加しております。
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事業の種類別セグメント業績は次のとおりであります。

①　建物管理運営事業

主たる業務であるビル管理業務及び保安警備の建物管理運営事業につきましては、指定管理者制度

やＰＦＩ、不動産ファンド関連の物件を中心とした新規案件の受託やビルメンテナンスの周辺業務も

順調に受託できましたが、工事関係の受託の伸び悩みにより、当第３四半期連結会計期間の売上高は

160億9百万円(前年同四半期比4.1％減)となりました。

一方、収益面におきましても、受託単価の伸び悩みや比較的利益率の高かった臨時業務の減少に加

え、新規物件の立ち上げコストや外注委託費等の主要コストが上昇したことから、営業利益は16億28百

万円(前年同四半期比5.2％減)となりました。

②　環境施設管理事業

上下水道処理施設等の公共施設管理を主体とする環境施設管理事業につきましては、ゴミ焼却施設

やリサイクル施設管理を中心に新規案件の受託も概ね順調であったことから、当第３四半期連結会計

期間の売上高は17億19百万円(前年同四半期比9.3％増)となりました。

収益面におきましては、契約単位毎に外部委託費や仕入価格の見直しを行い、効率的な人員配置を中

心にコスト管理を徹底いたしましたが、主要取引先である地方自治体は依然として緊縮財政の傾向に

あり、原価面においては引き続き厳しい状況で推移した結果、営業利益は1億62百万円(前年同四半期比

1.4％増)となりました。

③　不動産ファンドマネジメント事業

不動産ファンドの組成・資産運用を行うアセットマネジメント及び匿名組合への出資を主体とする

不動産ファンドマネジメント事業につきましては、市況の悪化により不動産取得や売却に伴う収入が

減少したものの、資産運用のアセットマネジメント収入は安定して計上できたことにより、当第３四半

期連結会計期間の売上高は1億25百万円(前年同四半期比4.5％減)となりました。

収益面におきましては、取得・売却等に伴う臨時的な収入が減少したことにより、営業利益は13百万

円(前年同四半期比48.0％減)となりました。

④　その他の事業

イベントの企画・運営、印刷、デザインを主体としたその他の事業は、資生堂グループを主な取引先

として販売を行っており、当第３四半期連結会計期間の売上高は5億42百万円、営業利益は21百万円と

なりました。

(注)　事業の種類別セグメントについては、「セグメント情報　事業の種類別セグメント情報　当第３四半期連結累計期

間」の(注)３に記載のとおり、事業区分を変更いたしております。このため、当該項目における売上高並びに営業

利益の前年同四半期比については、前第３四半期連結会計期間分を遡及修正した金額に基づき算出いたしており

ます。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ40億50百万円(10.3％減)減少して

352億90百万円となりました。

資産の増減の主な要因は、平成21年８月に実施した自己株式の取得に伴い現金及び預金が減少したこ

とによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ4百万円(0.0％増)増加し120億28百万円と同水準で推移いたしまし

た。

純資産は、前述の自己株式の取得により前連結会計年度末に比べ40億54百万円(14.8％減)減少して232

億62百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ3.5％減少し61.6％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純

利益の増加や法人税等の中間納付額が減少したことにより9億18百万円(前年同四半期比92百万円増)

の収入となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、預り保証金の減少等に

より1億3百万円(前年同四半期比8億37百万円増)の支出となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により2

億94百万円(前年同四半期比15百万円増)の支出となりました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計期間

末に比べ5億20百万円増加し84億40百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の見通し

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変

更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,590,15320,590,153

㈱東京証券取引所
(市場第一部)
㈱大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります

計 20,590,15320,590,153― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 20,590 ― 3,000,000 ― 498,800

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  3,328,200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,216,900 172,169 ―

単元未満株式 普通株式　　 45,053 ― ―

発行済株式総数 20,590,153― ―

総株主の議決権 ― 172,169 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,500株(議決権の数45個)含まれており　ま

す。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本管財株式会社

兵庫県西宮市
六湛寺町９番16号

3,328,200 ― 3,328,20016.16

計 ― 3,328,200 ― 3,328,20016.16

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 1,3501,5001,4801,5201,5301,6801,8831,7491,588

最低(円) 1,1801,2411,3551,3591,4081,4051,5001,4861,473

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、本四半期報告書提出までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,710,807 12,183,097

受取手形及び売掛金 ※３
 8,370,663 7,890,714

有価証券 － 204,241

事業目的匿名組合出資金 426,079 429,623

貯蔵品 83,111 74,668

販売用不動産 2,872,354 2,987,234

未収還付法人税等 78,438 343,676

繰延税金資産 325,976 571,242

その他 894,881 683,509

貸倒引当金 △24,523 △28,071

流動資産合計 21,737,786 25,339,933

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 1,570,021

※１
 1,610,467

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 84,916

※１
 100,232

工具、器具及び備品（純額） ※１
 259,584

※１
 266,329

土地 1,254,009 1,254,009

リース資産（純額） ※１
 298,876

※１
 103,760

有形固定資産合計 3,467,406 3,334,797

無形固定資産

のれん 313,978 427,577

ソフトウエア 758,225 876,627

リース資産 22,658 16,129

その他 34,718 34,718

無形固定資産合計 1,129,579 1,355,051

投資その他の資産

投資有価証券 4,681,781 4,675,249

匿名組合出資金 14,973 15,166

長期貸付金 541,939 563,507

敷金及び保証金 1,886,866 1,939,324

会員権 418,896 425,923

繰延税金資産 1,080,905 1,235,051

その他 983,678 1,105,673

貸倒引当金 △653,046 △648,217

投資その他の資産合計 8,955,992 9,311,676

固定資産合計 13,552,977 14,001,524

資産合計 35,290,763 39,341,457
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 3,998,487 4,103,562

1年内返済予定の長期ノンリコースローン 1,968,300 535,500

リース債務 60,921 22,548

未払費用 2,023,722 1,772,134

未払法人税等 506,769 524,274

未払消費税等 300,297 332,595

預り金 570,131 234,246

前受金 114,606 137,858

賞与引当金 114,780 665,476

役員賞与引当金 56,919 82,150

繰延税金負債 2,316 －

その他 126,400 69,922

流動負債合計 9,843,648 8,480,265

固定負債

長期ノンリコースローン － 1,442,000

リース債務 264,559 98,261

退職給付引当金 138,567 124,345

役員退職慰労引当金 494,902 470,290

長期預り保証金 1,270,725 1,402,473

その他 16,275 7,069

固定負債合計 2,185,028 3,544,438

負債合計 12,028,676 12,024,703

純資産の部

株主資本

資本金 3,000,000 3,000,000

資本剰余金 499,127 499,127

利益剰余金 23,402,490 22,713,544

自己株式 △4,874,403 △58,928

株主資本合計 22,027,214 26,153,743

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △284,176 △547,150

評価・換算差額等合計 △284,176 △547,150

少数株主持分 1,519,049 1,710,161

純資産合計 23,262,087 27,316,754

負債純資産合計 35,290,763 39,341,457
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 52,864,916 53,736,667

売上原価 42,719,376 43,578,089

売上総利益 10,145,540 10,158,578

販売費及び一般管理費

販売費 227,383 171,918

人件費 3,890,535 4,350,728

賞与引当金繰入額 17,735 32,656

役員賞与引当金繰入額 57,665 55,914

役員退職慰労引当金繰入額 52,801 44,412

退職給付費用 53,238 89,438

旅費交通費及び通信費 558,871 544,971

消耗品費 363,308 312,720

賃借料 577,483 619,129

保険料 130,106 128,705

減価償却費 114,184 254,417

租税公課 49,887 57,124

貸倒引当金繰入額 11,843 4,993

のれん償却額 94,968 113,599

その他 736,571 708,572

販売費及び一般管理費合計 6,936,578 7,489,296

営業利益 3,208,962 2,669,282

営業外収益

受取利息及び配当金 148,141 119,425

受取賃貸料 36,901 33,512

移転補償金 35,081 －

その他 34,574 58,261

営業外収益合計 254,697 211,198

営業外費用

支払利息 2,582 9,408

賃貸費用 33,514 32,767

持分法による投資損失 573 251,967

匿名組合投資損失 7,940 193

固定資産除売却損 22,599 5,290

その他 4,122 48,143

営業外費用合計 71,330 347,768

経常利益 3,392,329 2,532,712
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

特別損失

投資有価証券評価損 840,591 235,617

その他 15,750 6,953

特別損失合計 856,341 242,570

税金等調整前四半期純利益 2,535,988 2,290,142

法人税、住民税及び事業税 1,209,310 1,008,276

過年度法人税等戻入額 － △124,423

法人税等調整額 △8,409 223,578

法人税等合計 1,200,901 1,107,431

少数株主利益又は少数株主損失（△） 100,040 △111,421

四半期純利益 1,235,047 1,294,132
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 18,403,355 18,397,395

売上原価 14,943,388 14,822,688

売上総利益 3,459,967 3,574,707

販売費及び一般管理費

販売費 77,945 55,512

人件費 1,483,186 1,702,021

賞与引当金繰入額 △175,521 △195,595

役員賞与引当金繰入額 17,506 15,122

役員退職慰労引当金繰入額 7,374 6,839

退職給付費用 17,073 31,393

旅費交通費及び通信費 186,351 189,600

消耗品費 110,792 101,127

賃借料 193,656 206,366

保険料 44,439 42,483

減価償却費 40,515 85,624

租税公課 4,424 4,395

貸倒引当金繰入額 3,071 1,447

のれん償却額 31,789 37,866

その他 250,829 228,737

販売費及び一般管理費合計 2,293,429 2,512,937

営業利益 1,166,538 1,061,770

営業外収益

受取利息及び配当金 38,043 34,100

受取賃貸料 12,341 10,739

持分法による投資利益 7,977 69,350

その他 11,201 10,118

営業外収益合計 69,562 124,307

営業外費用

支払利息 977 4,428

賃貸費用 8,692 8,163

匿名組合投資損失 － 193

固定資産除売却損 2,936 266

その他 1,084 4,725

営業外費用合計 13,689 17,775

経常利益 1,222,411 1,168,302
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(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

特別損失

投資有価証券評価損 581,016 34,774

その他 － 6,953

特別損失合計 581,016 41,727

税金等調整前四半期純利益 641,395 1,126,575

法人税、住民税及び事業税 255,061 259,246

過年度法人税等戻入額 － △124,423

法人税等調整額 75,729 345,715

法人税等合計 330,790 480,538

少数株主利益 35,268 29,714

四半期純利益 275,337 616,323
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,535,988 2,290,142

減価償却費 134,314 317,210

のれん償却額 94,968 113,599

賞与引当金の増減額（△は減少） △535,353 △550,696

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △23,955 △25,230

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,096 14,223

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19,676 24,612

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,138 1,281

持分法による投資損益（△は益） 573 251,967

受取利息及び受取配当金 △148,141 △119,425

匿名組合投資損益（△は益） 7,940 193

支払利息 2,582 9,408

固定資産除売却損益（△は益） 22,599 5,290

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） 914 －

投資有価証券評価損益（△は益） 840,591 235,617

売上債権の増減額（△は増加） △982,111 △488,842

事業目的匿名組合出資金の増減額（△は増加） 137,203 △2,822

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,536 △8,443

その他の資産の増減額（△は増加） △7,542 191,727

仕入債務の増減額（△は減少） 274,997 △368,331

未払消費税等の増減額（△は減少） 70,799 △32,298

その他の負債の増減額（△は減少） 592,688 759,055

その他 － 41,966

小計 3,067,500 2,660,203

利息及び配当金の受取額 142,416 132,401

利息の支払額 △2,582 △9,408

法人税等の支払額 △2,434,832 △636,121

営業活動によるキャッシュ・フロー 772,502 2,147,075

EDINET提出書類

日本管財株式会社(E04828)

四半期報告書

18/33



(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △175,650 △155,000

定期預金の払戻による収入 325,754 665,078

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,005,446 △228,708

有形及び無形固定資産の売却による収入 160 154

投資有価証券の取得による支出 △116,724 △70,689

投資有価証券の売却による収入 12,629 －

投資有価証券の償還による収入 － 209,827

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△386,006 －

連結の範囲の変更を伴う匿名組合への出資によ
る支出

△105,960 －

貸付けによる支出 △285,502 △663

貸付金の回収による収入 82,774 12,514

保険積立金の払戻による収入 46,841 －

賃借不動産保証金・敷金の増減額（△は増加） △120,189 52,458

預り保証金の増減額（△は減少） 212,700 △131,748

その他 1,064 △3,375

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,513,555 349,848

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,100,000 450,000

短期借入金の返済による支出 △1,100,000 △450,000

長期ノンリコースローンの返済による支出 － △9,200

リース債務の返済による支出 － △29,745

自己株式の増減額（△は増加） △1,786 －

自己株式の取得による支出 － △4,850,488

少数株主への払戻による支出 △14,028 －

配当金の支払額 △601,613 △589,819

少数株主への配当金の支払額 △43,751 △79,883

財務活動によるキャッシュ・フロー △661,178 △5,559,135

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,402,231 △3,062,212

現金及び現金同等物の期首残高 11,264,301 11,502,515

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 9,862,070

※１
 8,440,303
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　持分法の適用に関する事項の変更

第１四半期連結会計期間において、㈱資源循環サービスを共同出資により設立したため、持分法の適用の範囲

に含めております。

　また、当第３四半期連結会計期間より、㈱大分駅南コミュニティサービスを共同出資により設立したため、持分

法の適用の範囲に含めております。

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

自己株式の取得による支出及び処分による収入は、従来まで「自己株式の増減額(△は増加)」として純額表

示する方法により掲記しておりましたが、金額的重要性が増したため、第２四半期連結累計期間より総額表示す

る方法に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間の「自己株式の取得による支出」の金額は△2,169千円、「自己株式の処分

による収入」の金額は383千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 2,622,322千円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 2,553,943千円

　２　偶発債務

　　(1)差入証による損害等の保証

　　　合同会社ビーイーツー　1,790,000千円

　　　同社（匿名組合の営業者）が締結しているノンリ

コースローンの金銭消費賃貸契約書に関連して、

故意、重過失及び虚偽の表明等の行為により、貸付

人に対して損害を与えた場合、貸付人が被った損

害及び費用を保証するスポンサー・レターを連結

子会社が差し入れております。

　　　なお、当第３四半期連結会計期間の末日における当該

ノンリコースローンの金銭消費賃貸契約の借入残

高は1,790,000千円であります。

　　(2)管理費等の返還債務の保証

株式会社ケイエヌ
・ファシリティーズ

25,981千円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。　

　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて

おります。

　　　受取手形　　　230千円
　　　支払手形　　4,146千円

 

　２　偶発債務

　　(1)差入証による損害等の保証

　　　合同会社ビーイーツー　1,790,000千円

　　　同社（匿名組合の営業者）が締結しているノンリ

コースローンの金銭消費賃貸契約書に関連して、

故意、重過失及び虚偽の表明等の行為により、貸付

人に対して損害を与えた場合、貸付人が被った損

害及び費用を保証するスポンサー・レターを連結

子会社が差し入れております。

　　　なお、当連結会計年度の末日における当該ノンリコー

スローンの金銭消費賃貸契約の借入残高は

1,790,000千円であります。

　　(2)管理費等の返還債務の保証

株式会社ケイエヌ
・ファシリティーズ

24,057千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

　　　　　　　　　　　─── 　　　　　　　　　　　　───

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

　　　　　　　　　　　───

 
　　　　　　　　　　　───

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 10,242,652千円

預入期間が３か月超の定期預金  △380,582千円

現金及び現金同等物 9,862,070千円

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,710,807千円

預入期間が３か月超の定期預金 △270,504千円

現金及び現金同等物 8,440,303千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,590,153

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,328,455

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 328,996 16.00平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月４日
取締役会

普通株式 利益剰余金 276,190 16.00平成21年９月30日 平成21年12月８日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)において、純資産の部の自己

株式は前連結会計年度末に比べ4,815,475千円増加の4,874,403千円となっており、その主な要因として、

平成21年８月10日開催の取締役会において、取得する自己株式の総数3,300,000株、株式の取得価額の総

額4,814,700千円を上限として買付けることを決議し、平成21年８月11日付で3,300,000株を4,814,700千

円にて買付けを行いました。

これらの結果及び単元未満株式の買取により、当第３四半期連結会計期間末において前連結会計年度

末に比べ自己株式が3,300,533株、4,815,475千円増加いたしました。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
建物管理
運営事業
(千円)

環境施設
管理事業
(千円)

人材派遣
事業
(千円)

不動産ファン
ドマネジメン
ト事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

16,307,5431,573,752390,718131,34218,403,355 ― 18,403,355

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

　　　計 16,307,5431,573,752390,718131,34218,403,355 ― 18,403,355

営業利益又は
営業損失(△)

1,748,905160,678△32,266 26,7221,904,039(737,501)1,166,538

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
建物管理
運営事業
(千円)

環境施設
管理事業
(千円)

不動産ファン
ドマネジメン
ト事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

16,009,8121,719,574125,441542,56818,397,395 ― 18,397,395

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

　　　計 16,009,8121,719,574125,441542,56818,397,395 ― 18,397,395

　　営業利益 1,628,047162,98613,908 21,5551,826,496(764,726)1,061,770
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
建物管理
運営事業
(千円)

環境施設
管理事業
(千円)

人材派遣
事業
(千円)

不動産ファン
ドマネジメン
ト事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

46,435,3764,672,4511,331,735425,35452,864,916 ― 52,864,916

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

　　　計 46,435,3764,672,4511,331,735425,35452,864,916 ― 52,864,916

営業利益又は
営業損失(△)

4,878,318484,314△28,916152,7085,486,424(2,277,462)3,208,962

(注) １　事業区分の方法

　　　当社グループの事業区分は、役務提供の形態別に建物管理運営事業、環境施設管理事業、人材派遣事業、不動産

ファンドマネジメント事業にセグメンテーションしております。

２　各事業区分の主要業務

事業区分 主要業務

建物管理運営事業 複合用途ビル、シティ・ホテル、分譲及び賃貸マンション等の清掃管理、設備保守

管理業務、昼夜間の常駐保安警備、各種センサーと電話回線を使用し異常発生時に

緊急対応する機械警備業務

環境施設管理事業 上下水処理施設、ゴミ処理施設における諸設備運転管理業務及び水質管理

人材派遣事業 契約先のニーズによる受付、電話交換、オペレーター、製造ライン等への人材派遣

業務及び倉庫内における物流加工業務

不動産ファンド

マネジメント事業

不動産ファンドの運営・アレンジメント、匿名組合への出資、投資コンサルティン

グ、資産管理及び建物運営業務

　
　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
建物管理
運営事業
(千円)

環境施設
管理事業
(千円)

不動産ファン
ドマネジメン
ト事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

46,856,4014,939,225397,0951,543,94653,736,667 ― 53,736,667

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

　　　計 46,856,4014,939,225397,0951,543,94653,736,667 ― 53,736,667

　営業利益又は
　営業損失(△)

4,467,359432,336△17,438 71,7964,954,053(2,284,771)2,669,282

(注) １　事業区分の方法

　　　当社グループの事業区分は、役務提供の形態別に建物管理運営事業、環境施設管理事業、不動産ファンドマネジ

メント事業、その他の事業にセグメンテーションしております。
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２　各事業区分の主要業務

事業区分 主要業務

建物管理運営事業 複合用途ビル、シティ・ホテル、分譲及び賃貸マンション等の清掃管理、設備保守

管理業務、昼夜間の常駐保安警備、各種センサーと電話回線を使用し異常発生時に

緊急対応する機械警備業務、契約先のニーズによる受付・オペレーター業務

環境施設管理事業 上下水処理施設、ゴミ処理施設における諸設備運転管理業務及び水質管理

不動産ファンド

マネジメント事業

不動産ファンドの運営・アレンジメント、匿名組合への出資、投資コンサルティン

グ、資産管理及び建物運営業務

その他の事業 イベントの企画及び運営、印刷・デザイン、製本、不動産の販売及び売買仲介

　　 ３　事業区分の変更

　　　前連結会計年度まで、事業区分は「建物管理運営事業」、「環境施設管理事業」、「人材派遣事業」、「不動産

ファンドマネジメント事業」、「その他の事業」の５区分としておりました。「人材派遣事業」につきまして

は、倉庫内の商品管理や製造ラインへの人材派遣業務と、建物統括管理契約に付随する受付業務やオペレー

ター業務等により構成され、このうち倉庫内の商品管理や製造ラインへの人材派遣業務につきましては前連

結会計年度中に撤退を進めた結果、重要性が乏しくなっており、また残る受付業務やオペレーター業務等につ

きましても建物統括管理契約に含まれる業務の一環としても行われることなどから、これまで「人材派遣事

業」として区分していた事業は「建物管理運営事業」に含めることといたしました。

　　　なお、前第３四半期連結累計期間において変更後の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は、

次のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
建物管理
運営事業
(千円)

環境施設
管理事業
(千円)

不動産ファン
ドマネジメン
ト事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

47,767,1114,672,451425,354 ─ 52,864,916 ― 52,864,916

(2) セグメント間
　　の内部売上高
　　又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

　　　計 47,767,1114,672,451425,354 ─ 52,864,916 ― 52,864,916

　　営業利益 4,849,402484,314152,708 ─ 5,486,424(2,277,462)3,208,962

　

EDINET提出書類

日本管財株式会社(E04828)

四半期報告書

26/33



【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会

計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月

31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会

計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月

31日)

海外売上高がないため該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 1,259円61銭
　

　 1,245円32銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 23,262,087 27,316,754

普通株式に係る純資産額(千円) 21,743,037 25,606,593

差額の主な内訳(千円) 　 　

　少数株主持分 1,519,049 1,710,161

普通株式の発行済株式数(株) 20,590,153 20,590,153

普通株式の自己株式数(株) 3,328,455 27,922

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

17,261,698 20,562,231

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

    第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益 60円06銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純利益 68円67銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,235,047 1,294,132

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,235,047 1,294,132

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 20,562,908 18,845,986
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 13円39銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純利益金額 35円70銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 275,337 616,323

普通株式に係る四半期純利益(千円) 275,337 616,323

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 20,562,685 17,261,811

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間に

おけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりま

せん。
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２ 【その他】

第45期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年11月４日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 276,190千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　16円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成21年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

日本管財株式会社

取締役会  御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　高　　濱　　　滋　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　稻　　留　　　修　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

管財株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本管財株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月９日

日本管財株式会社

取締役会  御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    高　　濱　　　　  滋　  印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

管財株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本管財株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

セグメント情報の事業の種類別セグメント情報(注)３ 事業区分の変更に記載のとおり、会社は事業区分の

変更を行った。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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